


























































































































































































アメリカ 日本 タイ フイリピン インドネシア マレーシァ シンガポール 韓国
ユ985 3．2 5．0 4．6 一7，3 2．5 一1．O 一1．6 6．2
1986 2．9 2，6 5．5 3，4 5．9 1，0 2．3 11．6
1987 3．1 4．1 9．5 4．3 4．9 5，4 9．7 ユユ．5
1988 3．9 6．2 ！3．3 6．8 5．8 8．9 11．6 11．3
ユ989 2．5 4．7 ユ2，2 6．2 7．5 9．2 9．6 6．4
1990 0．8 4，8 1ユ．6 3．0 7．2 9．7 9．0 9．5
ユ991一ユ．O 3．8 8．4 一0．5 7．0 8．4 7．3 9．1
1992 2．7 ユ．O 7．8 0．3 6．5 7．8 6．3 5．ユ
1993 2．2 0．3 8．3 2．ユ 6．5 8．3 10，4 5．8
1994 3，5 0．6 8．8 4．4 7．5 9．2 10．1 8．6
1995 2．O 1．4 8．6 4．8 8．2 9．6 8．8 8．9



















タイ フイリピン インドネシア マレーシア
対外債務増 債務利払い 対外債務増 債務利払い 対外債務増 債務利払い 対外債務増 債務利払い
加率（対前 増加率（対 加率（対前 増加率（対 加率㈱前 増加率（対 加率㈹前 増加率（対
年比％〕 前年比％） 年比％〕 前年比％） 年比％〕 前年比％） 年比％） 前年比％）
ユ985 16．9 11，8 9，4 一g．1 7，5 一ユ0．6 5．9 5．9
1986 5，4 一2．3 9，7 一7．6 16，9 12．4 7．9 一6．6
1987 9．7 一0．2 2，0 10．2 24．1 9．2 4．4 10．7
1988 7．O ユ6．2 一2．7 11，6 8．7 13．5一18．7 一1．6
1989 8．2 5．4 一1．0 8．2 9．8 14．8一12．3 一19．1
1990 19．5 24．8 6，6 一18．0 17．6 3．6 O．9 一11．8
1991 34．2 30，4 6，0 一8．3 13．8 16．1 10，6 一〇．6
1992 10．9 2．2 ユ、7 一7，0 10．6一2．3 10．3一4，5
ユ993 2．1 一6．1 8，9 41．7 ユ．3 9，7 30，6 6．0
1994 12．6 O．0 1ユ。3 一1．1 8．3 7．4 13．0 21．7















































期　間 産　出 資　本 労働 TFP
香港 1966－9王 0．073 O．077 0．026 O．023
シンガポール（経済全体） 1966－90O，087 O．108 O．045 0．O02
シンガポール（製造業） 1970－900，085 O．107 O．054 一0．010
韓国（農業を除く経済全体） ユ966－90 0．ユ03 0，129 O．054 O．017
韓国（製造業） ユ966－gO 0、ユ4ユ 0，151 0．063 0．030
韓国（製造業以外の産業） ユ966－90 O．115 0．142 0．058 O．Oユ9
韓国（サービス業） 1966－90 O．088 O．ユ2ユ 0．048 0．017
台湾（農業を除く経済全体） 1966－90O．094 0．118 0．046 0．026
台湾（製造業） 1966－90C．108 0．ユ28 O．059 0．017
台湾（製造業以外の産業） ユ966－900．088 O．122 O．048 O．014













































タイ 　　　　　　　’フイリヒン インドネシア マレーシア シンガポー，レ 韓国
1985 一1，332 一482 5，822 3，573 一ユ，518 一19
1986 388 一202 2，458 3，214 一940 4，206
1987 一424一1，O17 4，674 5，783 一1，143 7，659
1988 一2，074 一1，085 5，678 5，427 28 ユ1，445
1989 一2，916 一2，598 6，664 4，277 一3ユ2 4，597
1990 一6，75ユ 一4，020 5，352 2，525 一1，633 一2，004
1991 一5，989 一3，211 4，801 39ユ 一111一6，980
1992 一4，161 一4，695 7，022 3，150 一1，823 一2，146
1993 一4，297 一6，222 8，231 3，037 一2，724 1，860
1994 一3，726 一7，850 7，901 1，577 1，35ユ 一3，146
















































タ　イ フイリピン インドネシア マレーシア シンガポール 韓　国
1985 一3．9 一12．6 一15．1 一6．9 一5．2 3．5
1986 24．6 3．5 一20，3 一10．9 一1．4 14．6
1987 31，4 ユ8．4 ユ5．7 30，4 27．5 36．2
1988 36．9 24．5 12．2 17．7 37．0 28．4
1989 25．9 ！0．3 15．3 18，7 13．6 2．8
1990 ユ4．9 4．0 15．9 17．4 18．！ 4，2
ユ991 23．2 8．7 13，5 16．8 11．9 10．5
！992 14，2 11．2 ユ6．6 18，5 7．6 6．6
1993 ユ3．3 13．7 8．4 15，7 16．6 7，3
1994 22．7 20．O 8．8 24．7 30．8 16．8
1995 25．1 31．6 ユ3．4 26，O 22．1 30．3





















































































































アメリカ 日本 アジア アメリカ 日本 アジア アメリカ 日本 アジア
ユ985 19．713．4 29．ユ 35．919．O 2ユ．5 21．746，2ユ9．2












アメリカ 日本 アジア シン労ポール アメリカ 日本 アジア アメリカ 日本 アジア
ユ98512．824，6卑0．5 ユ9．4 21．1 9．4 4ユ．1 35．6ユ5．O 13．8
ユ98616．423．337．5ユ6．9 23．4 8．6 40．6追0，0 ユ5．6 12．5
198715，619．541．2ユ8．2 24，4 9．ユ 40．738．917．812．2
1988ユ7，4 17，041．919．323．88．6 41．5．35．4 ユ9．8 14．4
198918，716．040．619．823．3 8．6 42．133，62ユ．6 15．8
ユ99016．915．344．623，02ユ．3 8．8 42，829．919．417，6




199520．812．543．82C．318．3 7．8 51．419．3ユ3．6 35．1






















































































































タイ フイリピン インドネシア マレーシァ
対外債務 債務利払 対外債務 債務利払 対外債務 債務利払 対外債務 債務利払
／GDPい／GDP ／GDPい／GDP ／GDPい／GDP ／GDPい／GDP
1985 45．1 3．5 86．7 5．7 39．2 2．7 64．9 5．1
1986 42．9 3．ユ 97．9 5．4 50．ユ 3．4 78．9 5．4
1987 40．2 2．6 89．8 5．4 65，5 3，9 72，3 5．3
1988 35．2 2．5 76．6 5．3 64．2 4．O 53，5 4．7
1989 32．5 2．3 67．5 5．1 62．9 4，1 43．O 3．5
1990 32．8 2．4 69．ユ 4．0 65．8 3．7 38，3 2，7
1991 38．2 2．7 71．4 3．6 68．2 4，0 38，6 2．5
1992 37．5 2．4 62，3 2．9 68．7 3．5 34I8 1，9
1993 34．O 2．0 66，1 3．9 56．4 3．1 41．6 1．9
1994 33．6 1．8 62I4 3．3 54．6 3．O 41．7 2，0















































年度 米ドル 日本円 独マルク 英ポンド 仏フラン スイス・ワ弓ン 多数通貨 SDRその他通貨1985 26．2 36．O 2．5 O．6 O，6 1．2 28．6 0．2 3．O1986 ユ9．7 40．8 2．6 0．5 o．8 1，5 26．0 O．2 2，8
1987 16．2 44，3 2．4 O．5 O．7 2．5 21．8 O，2 2．51988 19．7 44．O 2．9 O，5 0．8 3．2 26．O 0．2 2．61989 22．9 41．4 3．1 O．3 1．o 3，3 25．1 0．2 2．61990 17．O 43．2 3．6 O．4 1．o 3．9 28．3 ｛〕．2 2．31991 19，1 45．6 3．7 O．4 ユ．O 3，1 25．O O，2 2．O
1992 22．9 47．2 3．8 O．3 1．3 2．7 19．8 0．2 1．7
1993 22．6 50．1 2．3 0．2 1．2 2．3 19．8 O．2 ／．3
ユ994 25．9 49．7 2．2 O．2 ユ．工 工．5 18．2 O．2 1，O
ユ995 26．6 48．1 2．3 O．2 ユ．ユ 0．5 19．9 O．1 1，1
フイリピン
年度 米ドル 日本円 独マルク 英ポンド 仏フラン スイス・フラン 多数通貨 SDRその他通貨1985 48．5 22．7 C．7 0．2 O．7 0．7 22．6 o．o 3．3
1986 4815 24．0 1．O O．5 ユ、2 O．8 ユ6．7 O．O 4．O
ユ987 42．5 29．6 1．2 O．7 ユ．3 〇一7 14，7 0，O 3．7
1988 40．8 32．2 1．4 O．7 1．2 C．6 19．3 o．o 3，7
1989 40．5 3C．8 1．6 O．8 1．4 O．4 20．1 O．O 4．3
ユ990 36，2 3ユ、1 1．5 ユ．C 1．5 0．5 23．6 O．O 4－6
1991 32．9 34．3 1．6 1．0 1．1 O．3 24．C 0．C 4．8
1992 33．9 34．7 1．5 C．3 o．9 O．3 24，3 o．1 4．1
ユ993 3C．4 38．3 1．4 C，3 O，8 O．4 25，2 0．2 3．2
1994 30．3 38．7 1．4 O．3 o．8 C．4 24．9 O．3 3．O
1995 31．5 36，9 ユ．5 O．2 C．8 O．4 25－4 C．4 2．8
インド不シア
年度 米ドル 日本円 独マルク 英ポンド 仏フラン スイス・プラン 多数通貨 SDRその他通貨1985 30．9 3ユ．8 6．3 2．工 3，5 O，7 15．9 C．ユ 7．8
1986 26，3 33．6 7．O 2．2 3．7 O．8 15．4 O．1 7．7
ユ987 ユ9－3 39．2 6．4 1．9 3．4 o．9 15．7 O．O 7．6
1988 18．5 39．9 5．5 ユ．9 2．9 0．7 23．8 o．ユ 6．8
1989 24．6 34．4 5，2 1．5 2．8 O，4 24．6 O．C 6．4
1990 20．9 34．6 5．O 1．4 3．4 O．4 27，3 O．O 7．O
199ユ ユ9．4 35．7 4．9 ユ．2 3，6 O，4 28．O O．C 6．7
1992 19．9 36．4 4．7 1．C 3．7 O．4 27．6 C．O 6．3
ユ993 ユ9．9 37，6 4．1 〇一9 3．3 O．5 28．ユ O．0 5．6
1994 20．0 38．O 4－8 C－9 3，3 0．7 26．7 O，0 5．5
1995 21，5 35．4 4．9 C，8 3．7 O．7 27－2 0，0 5．7
マレーンア
年度 米ドル 日本円 独マルク 英ポンド 仏フラン スイス・フラノ 多数通貨 SDRその他通貨
ユ985 50．4 25．5 6．0 1．8 4．2 ユ．9 7，8 0．O 2．2
ユ986 44．4 29．7 7．O 1．6 3．9 2，9 6．9 O．O 2，5
1987 36，2 34．8 8，5 ユ、8 3．7 3．9 6－5 O．C 2．5
ユ988 33．7 36．4 9．1 1．5 3．3 3．6 9．8 O．O 2．7
1989 32．6 33，9 u．2 1．4 3、ユ 3－7 ユユ．2 0．O 2．8
1990 30．7 33．4 11．7 1．5 2，6 4．O 13．7 o．o 2．5
ユ99i 28．9 33．2 1O．O 2．5 1．5 3．4 18－6 O．C 1．9
1992 29．3 35．4 4．O 3，O ユ．ユ 3，2 22．8 O．0 ユ．2
1993 30．9 38．2 3．0 3．4 O，8 3．1 20．C C．O O，6
ユ994 31．O 41．4 2．4 2．5 0．7 4．1 17．4 0．0 0．5
ユ995 45．ユ 3ユ．7 1．ユ ユ．o O．5 4．2 16．1 O．0 O．4
（資料〕Wo．ld　Bank　Wor1d　Debt　Tables各年度版
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6．おわりに
　経済成長率の低下，および輸出伸び率の低下により，東アジア諸国は異時点
問の予算制約式が満たせないことが明らかになってきた。それが，今回の東ア
ジァの金融不安が累積債務危機と同一視される理由であり，外国からの資金の
流入を減少させることにつながる。これは，外資依存型の経済発展を成し遂げ
てきた東アジアにとっては，致命的な問題である。
　東アジアの通貨制度である事実上の固定相場制（米ドルペッグ制）は，異時
点問の予算制約を満た寺ための，輸出の増加や外国からの安定した資金流入に
貢献してきた。しかし，輸出先のシェアの変化により，固定相場制を維持する
ことが，必ずしも輸出の増加には緒び付かなくなってきた。また，資本取引を
自由化することによって，固定桶場制を維持していくことも徐々に不可能に
なっていった。資本取引を自由化することは，東アジアの経済成長および輸出
の増加を見込んでの外国からの資金流入ではなく，短期的な，利子率格差を目
的とした外国からの資金流入，いわゆるホットマネーの流入へと，流入する資
金の性質を変えてしまうことにつながった。碓入する資金の性質の変化により，
外国からの資金の流入が不安定化し，資金の受け手側にとって，異時点間の予
算制約を満たすことがより一層困難になった。
　変動相場制へ移行したことが，輸出先のシェアの変化を考えると，今後輸出
の増加に結び付くのか。また，資本取引の自由化を考えると，変動相場制への
移行は，外国からの資金流入の安定化につながるのか。、この2つの問題が，今
後考えなければならない問題である。一
注11〕具体的にはNlEs，ASEAN4各国を指す。
　12〕期聞が宥限である場合の終点条件である（8）式のト。。の極隈をとったものli皿丁→軸局十丁十1
　三〇を，期聞が無限である場含の終点条件に代わるものとして用いることはできない。ここで
　はその理由を簡単に説明することにする。産出水準は一定で外生的であり（ア），政瞭支出がな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　527
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　く，β＝1／（1＋→を想定する。この場合，（6）式からわかることは，最適な消費水準はδで一
　定となるということである。その結果，経常収支の均等式より，当該国の対外資産は次のように
　なる。
　　夙十丁十工＝（ユ十づB’十丁十アーδ
　　　　　＝（1＋が（ユ十〃f＋H＋アーδ］十アーδ
　　　　　＝…＝（1＋づT＋1B’十Σ1工。（ユ十がげ一δ）
　　　　　＝（1＋づT＋IBr汀ユー（1＋づT＋1］／rl（アーδ）
　　　　　＝B’十（幽十アーδ川（ユ十ガ十1－11／γ1
　上式の最後の行では次のようなことを示している。δ三曲十アでない場合，消費が初期の所得を
　下回っていればlmT→。。B1＋T＋1＝十〇。となり，上回っていればlimT→㎜B叶丁十F－OOとなる。
　永久に初期の所得と同じだけ消費し続けるとしても，すべてのTについてB叶丁十1＝B！となり，
　1㎜丁一。。B。十丁十1ヱOとはならない。そのため期間が無限である場合，期闘が有隈である場合の
　終点条件のT→ooの極限をとるという方法は正しくないことがわかる。
13〕以下，lMFの統計を資料として用いる際，IMFに加盟していないという理由からMEsとし
　て香港，台湾を掲載することが不可能であった。
14〕全要素生産性は正確には生産性の向上を示しており，労働者一人当り実質GDP成長のなかで
　資本蓄積によって説明できない要因にあたる。
（5〕ソロー・モデルについては，Romer（ユ996）Chapterユ，Mankiw（1992）Chapter4，14，Barro
　aEd　Sa1a＋Martm（ユ995〕Chapter1参照。
16〕輸出主導型工業化のための通貨切下げ政策については，横溝（1998〕参照。
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